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1. 概要

本資料は，再処理施設及び MOX 燃料加工施設の第１回設工認申請 (令和

２年 12 月 24 日申請 )のうち，以下の添付書類に示す森林火災の防護設計

を補足説明するものである。

・再処理施設  添付書類「Ⅵ－１－１－１－４－３  外部火災への配慮

が必要な施設の設計方針及び評価方針」

・再処理施設  添付書類「Ⅵ－１－１－１－４－４  外部火災防護にお

ける評価結果」

・ MOX 燃料加工施設  添付書類「Ⅴ－１－１－１－４－３  外部火災へ

の配慮が必要な施設の設計方針及び評価方針」

・ MOX 燃料加工施設  添付書類「Ⅴ－１－１－１－４－４  外部火災防

護における評価結果」

上記添付書類において，森林火災による熱影響への防護設計に係る評価

方法及び評価結果を説明している。本資料では ,「原子力発電所の外部火災

影響評価ガイド (平成 25 年６月 19 日原子力規制委員会 )」(以下「外部火災

ガイド」という。)を参考として，森林火災シミュレーション解析コード (以

下「 FARSITE」という。 )を用いて実施した解析への入力条件 (地形データ，

土地利用データ，植生データ及び気象データ )の設定方法及び設定結果，森

林火災の発生を想定する地点である発火点の設定方法及び設定結果，森林

火災の延焼防止に必要な防火帯幅及び熱影響評価の対象施設への輻射強度

の設定方法及び設定結果について補足説明する。

本資料において示す FARSITE への入力条件の設定方法及び設定結果，想

定する発火点の設定方法及び設定結果，必要な防火帯幅及び熱影響評価の

対象施設への輻射強度の設定方法及び設定結果については，再処理施設，

MOX 燃料加工施設及び廃棄物管理施設が同じ敷地 (以下「再処理事業所」と

いう。)内に立地していることから，再処理施設及び MOX 燃料加工施設の後

次回の設工認申請並びに廃棄物管理施設の設工認申請において対象とする

施設に対しても適用するものである。  

また，本資料は，第１回設工認申請対象施設を対象として記載しており，

第２回設工認申請時に申請対象施設を踏まえ，記載を拡充する。
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2. 防火帯幅及び輻射強度の設定までの流れ

森林火災による熱影響への防護設計に係る評価において，必要な防火帯

幅及び熱影響評価の対象施設への輻射強度の設定までの流れを第 2-1 図に

示す。

第 2-1 図  必要な防火帯幅及び熱影響評価の対象施設への

輻射強度の設定までの流れ

3. FARSITE への入力条件の設定方法及び設定結果

地形データ，土地利用データ，植生データ及び気象データを設定し，

FARSITE により最大火線強度等，反応強度，火炎長といった解析結果を得

て，想定する森林火災に対する延焼防止に必要な防火帯幅及び熱影響評価

の対象施設への輻射強度を算出する。

地形データ，土地利用データ，植生データ及び気象データの設定に当た

っては，外部火災ガイドにおいて現地の状況を可能な限り考慮する必要が

あるとしている。以下に，外部火災ガイドを参考とした各種入力データの

設定方法及び設定結果を示す。

なお，地形データ，土地利用データ，植生データの評価上必要な対象範

囲は，外部火災ガイドに記載のとおり半径 12km としている。

また， FARSITE による解析を実施するために必要な敷地周辺及び敷地内

の植生等の入力データについては年 1 回の調査を行い，植生等に大きな変

化があった場合，又は解析条件に変更があった場合は，外部火災防護対象

施設の安全機能への影響評価を実施することとし，その手順を整備するこ

とを保安規定に定めて管理する。

FARSITE への入力条件の設定方法及び設定結果 (3.) 

想定する発火点の設定方法及び設定結果 (4.) 

FARSITE による解析 (5.) 

必要な防火帯幅の設定方法

及び設定結果 (6.) 

熱影響評価の対象施設への  

輻射強度の設定方法及び設定

結果 (7.) 

最大火線強度等 反応強度，火炎長
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3.1 地形データの設定方法  

地形データについては，外部火災ガイドに記載のとおり 10m メッシュ

の「基盤地図情報  数値標高モデル」 (国土地理院 )を用いて設定する。  

 

3.2 土地利用データの設定方法及び設定結果  
土地利用データについては，外部火災ガイドに記載のとおり， 100m

メッシュの「国土数値情報  土地利用細分メッシュ」（国土交通省）を用

いて設定する。土地利用データ区分及び可燃物パラメータ (FARSITE デ

フォルトパラメータ )の設定の考え方を第 3-1 表に，土地利用データに

ついて第 3-1 図に示す。  
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第 3-1表  土地利用データ区分及び可燃物パラメータの設定の考え方  
土 地利 用  

デ ータ 区分  
可 燃物 パラメ ータ  

及 び植 生写真  可 燃物 パラメ ータの 設定 の考 え方  

田  
そ の他 農用地  
ゴ ルフ 場  

Tall grass： 高草地  

 

田 ，そ の他の 農用地 及び ゴル フ場 におい

て は， 農産物 に加え 草が 主な 可燃 物とな

る 。そ こで， FARSITE デ フォ ルト パラメ ー

タ にお ける草 原 (Grass)のパ ラメ ータの 中

で ，可 燃物量 ，可燃 物の 高さ が大 きい点 で

厳 しい 評価と なる Tall grass を設定 す

る 。  
Short grass：低 草地  

 

敷 地周 辺にあ る，一 部草 地に つい ては，

下 草の 量が少 ないこ とか ら FARSITE デフ ォ

ル トパ ラメー タにお ける Short grass を 設

定 可能 だが， 評価の 結果 を厳 しく するた め

に Tall grass を 用い ること とす る。  

森 林  落 葉広 葉樹， スギ， クロ

マ ツ及 びアカ マツ： 樹齢

の 異な る特定 の樹種 が群

生 する 領域で あるこ とか

ら ，樹 種及び 樹齢毎 に設

定  

 

敷 地周 辺及び 敷地内 の樹 種を 森林 簿，森

林 調査 簿，森 林計画 図及 び現 地調 査から 確

認 した ところ ，林齢 の異 なる スギ ，アカ マ

ツ ，ク ロマツ 等の針 葉樹 ，ブ ナ， ナラ等 の

落 葉樹 の群生 する領 域が みら れた 。  
こ のよ うな領 域にお ける 可燃 物パ ラメー

タ とし ては ，「 3.3 植生 デー タの 設定」 に

示 すと おり， 樹種及 び林 齢毎 に植 生デー タ

を 設定 する。  

Hardwood litter：針 葉樹

と 広葉 樹が混 在して いる

領 域  

 

敷 地周 辺の樹 種を森 林簿 ，森 林調 査簿及

び 森林 計画図 から確 認し たと ころ ，広葉 樹

と マツ 等の針 葉樹が 混在 して いる 領域が み

ら れた 。  
こ のよ うな領 域にお ける 可燃 物パ ラメー

タ とし ては， 広葉樹 とと もに ，マ ツ等の 針

葉 樹を 考慮し ている Hardwood litter を 設

定 する 。  

荒 地  Brush：低 木では ない 茂み  

 

荒 地は，崖，岩 ，湿地 等，特 定の 植生が な

く，延焼 しにく い領域 である が，厳 しい評 価

と な る よ う に 灌 木 等 を 可 燃 物 と し て 想 定 し

て い る FARSITE デ フォ ルト パ ラ メ ー タに お

け る Brush を 設定し ，計 算上 延焼 するこ とと

す る。  

伐 採跡 地  Heavy logging slash：  
重 い倒 木  

 

樹 木 の 伐 採 跡 地 に は 可 燃 物 と な る 倒 木 が

存 在す る。倒木 として は可燃 物量 が多く なる

方 向 に 作 用 する た め ， FARSITEデ フ ォ ルト パ

ラ メー タにお ける Heavy logging slashを設

定 する 。  

建 物用 地，道 路 ,
鉄 道 ,その他用地 ，

河 川地 及び湖 沼，

海 浜， 海水域  

－ ：非 植生地  

 

可 燃物 がない ことか ら非 植生 地に 区分

し ，可 燃物パ ラメー タを 設定 しな い。  
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第 3-1 図  土地利用データ  
  

 

出 典： 国土交 通省土 地利 用デ ータ  

再 処 理 事業 所  

: 農耕地，荒地

: 森林

: 建物用地

: 道路

: 鉄道

: その他用地（人口造成地）

: 河川及び湖沼

: 海浜

: 海水域
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3.3 植生データの設定方法及び設定結果  
「福島第一原子力発電所への林野火災に関する影響評価」(独立行政法

人原子力安全基盤機構 )において，特定の樹種が群生する領域の樹種及び

林齢データについて， FARSITE のデフォルトの森林パラメータを使用し

評価する場合と，樹種及び林齢を考慮し森林パラメータを設定する場合

を比較した結果，樹種及び林齢を考慮し森林パラメータを設定する場合

の方が，火炎長や火線強度が厳しい結果となることが確認されている。  

この結果を踏まえ，植生調査により樹種及び林齢を特定できる森林に

ついては，「福島第一原子力発電所への林野火災に関する影響評価」に基

づき， 11 区分の植生タイプに分類し， FARSITE の可燃物パラメータを設

定する。  

植生調査は，敷地周辺においては森林簿，森林調査簿及び森林計画図

から，敷地内においては現地調査から実施する。  

植生データ区分及び可燃物パラメータの設定の考え方を第 3-3 表に，

敷地周辺及び敷地内における植生データを第 3-2 図に示す。  

また，樹冠率の設定区分について第 3-4 表に示す。樹冠率は，上空か

ら森林を見た場合の平面上の樹冠が占める割合をいい，イメージ図を第

3-3 図に示す。FASITE では樹冠率を 4 つに区分し，いずれかを設定する。  

(1) 敷地周辺における設定  
敷地周辺の樹種や生育状況に関する情報は，これらの情報を有する

森林簿及び森林調査簿並びに森林計画図を使用し，特定の樹種が群生

する領域を樹種及び林齢により細分化し可燃物パラメータを設定する。 

敷 地 周 辺 の 樹 冠 率 の 設 定 に お い て は ， 民 有 林 は 森 林 計 画 図 か ら

FARSITE に相当する区分を設定する。一方，国有林はデータがないた

め，国有林周辺の民有林を選定する。選定された民有林の森林計画図

から， FARSITE に相当する区分を設定する。  
(2) 敷地内における設定  

敷地内の樹種や生育状況に関する情報は，現地調査を行い，可燃物

パラメータ及び樹冠率を設定する。敷地内における植生状況を第 3-4

図に示す。  

現地調査は，環境省，国土交通省，県等の地方自治体の委託を受け

た植生調査業務に約 6 年間従事し，適切な力量を有している事が確認

された調査者が，目視にて敷地内の樹木の植生状況を調査している。  
なお，マツ及びスギの林齢は，第 3-5 図に示す森林簿に記載された

マツ及びスギの樹高及び林齢の関係に，現地調査において確認された

マツ及びスギの樹高を当てはめることにより推定する。  
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第 3-3表  特定の樹種が群生する領域の植生データ区分  
及び可燃物パラメータの設定の考え方   

「 福島 第一原 子力発 電所 への 林野 火

災 に関 する影 響評価 」を 踏ま えた  

可 燃物 パラメ ータ  

設 定の 考え方  

敷 地周 辺  敷 地内  

スギ (林齢 10 年生未 満 ) 

ス ギ (林齢 10 年生 ) 

ス ギ (林齢 20 年生 ) 

ス ギ (林齢 30 年生 ) 

ス ギ (林齢 40 年生以 上 ) 

 

マ ツ (林齢 10 年生未 満 ) 

マ ツ (林齢 10 年生 ) 

マ ツ (林齢 20 年生 ) 

マ ツ (林齢 30 年生 ) 

マ ツ (林齢 40 年生以 上 )  

青 森 県 作 成 の 森 林 簿 及

び 森 林 監 督 署 作 成 の 森 林

調 査簿 から ，スギ 及び マツ

類 に関 しては ，樹 種及 び林

齢 に基 づき ，左記 のと おり

可 燃 物 パ ラ メ ー タ を 設 定

す る。  
下 草に ついて は ，厳し い

評 価 と な る よ う に 下 草 の

可 燃 物 量 及 び 可 燃 物 厚 さ

を 設定 する。  

現 地調 査の結 果，針 葉樹

は ， ス ギ 及 び マ ツ (ア カ マ

ツ 及 び ク ロ マ ツ )が 群 生 し

て い る こ と を 確 認 し て い

る 。そこ で，群 生地 の代表

的 な木 を何本 か選定 し，そ

の 樹 高 を 測 定 す る こ と に

よ り林 齢を推 定し，左記の

と お り 可 燃 物 パ ラ メ ー タ

を 設定 する。  
下 草に ついて は，現 地調

査 に よ り 確 認 し た 下 草 の

可 燃 物 量 及 び 可 燃 物 厚 さ

に 応じ て設定 する。  

落 葉広 葉樹  

広 葉樹 につい ては，多く

が 天 然 林 で あ り 林 齢 は 一

般 に高 齢であ るため ，左記

の と お り 可 燃 物 パ ラ メ ー

タ を設 定する 。  
下 草に ついて は，厳 しい

評 価 と な る よ う に 下 草 の

可 燃 物 量 及 び 可 燃 物 厚 さ

を 設定 する。  

広 葉樹 につい ては ，多く

が 天 然 林 で あ り 林 齢 は 一

般 に高 齢であ るため ，左記

の と お り 可 燃 物 パ ラ メ ー

タ を設 定する 。  
下 草に ついて は，現地調

査 に よ り 確 認 し た 下 草 の

可 燃 物 量 及 び 可 燃 物 厚 さ

に 応じ て設定 する。  

 
 

第 3-4 表  森林計画図及び FARSITE の区分・樹冠率の設定  

森 林計 画図で の区分 ・樹 冠率  FARSITE での 区分 ・樹冠 率  
0 1：  ～  20％  

1：疎 (0.3～ 0.5) 2： 21～  50％  

2：中 (0.6～ 0.8) 3： 51～  80％  

3：密 (0.9～ 1.0) 4： 81～ 100％  
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第 3-2 図  敷地周辺及び敷地内における植生データ (2013 年調査＊ ) 

注 記  ＊  2022 年現 在の 植生 を調 査し， 2013 年 当時 と比 べて 敷地周 辺の植

生 が大 きく変 化して いな いこ と， 防火帯 外縁に おい ては 2013 年 当

時 と比 べて森 林が伐 採さ れ可 燃物 量が減 少して いる こと を確 認し

て いる 。  

 

 
FARSITE での区分 4 のイメージ FARSITE での区分 3 のイメージ 

第 3-3 図  樹冠率イメージ図 (上空から森林を見た図 ) 

  

再処理事業所  

再処理事業所  

再処理事業所周辺植生分布図（拡大図）  

低草地

高草地

荒地

森林

重い倒木

スギ
（林齢１０年生未満）

スギ
（林齢１０年生）

スギ
（林齢２０年生）

スギ
（林齢３０年生）

スギ
（林齢４０年生以上）

マツ
（林齢１０年生未満）

マツ
（林齢１０年生）

マツ
（林齢２０年生）

マツ
（林齢３０年生）

マツ
（林齢４０年生以上）

落葉広葉樹
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第 3-4 図  敷地内における植生及び周辺の状況 (2013 年調査 ) 

 

 

【 再処 理事業 所周辺 の状 況】  

 

再

処

理

事

業

所 

森 林  

（HardWood litter） 
建設用地 

【国際核融合エネルギー 

研究センター】 

（非植生地） 

防火帯内 

【緊急時対策所(2020年)】 

（－） 

森 林 （マツ 30年生） 

森 林 （マツ 10年生） 

森 林  

（マツ 20年生） 森 林  

（落葉広葉樹） 

森 林 （マツ 30年生） 

裸 地  

【 沈 砂 層 】  

（非植生地） 

防火帯内 

【 L M N 用 地 】  

（－） 
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第 3-5 図  森林簿に記載されたマツ及びスギの樹高及び林齢の関係  
 

3.4 気象データの設定方法及び設定結果  

FARSITE による解析において設定が必要な気象データとしては，湿度，

気温，風速及び風向がある。  

FARSITE による解析のために入力する気象データは，外部火災ガイド

を参考に，至近 10年間 (2003年～ 2013年 )の気象観測記録を調査し，森林

火災の発生件数の多い月の最小湿度，最高気温及び最大風速の組合せと

するとともに，風向は卓越方向とし，評価の結果が厳しくなるよう設定

する。  

(1) 最小湿度，最高気温及び最大風速  

青森県における過去 10年間 (2003年～ 2012年 )の森林火災の月ごとの

発生件数を確認し，発生件数の多い３月から８月の期間における気象

条件を使用する。気象観測所は，気候的に敷地に比較的類似している

敷地周辺の八戸特別地域気象観測所，むつ特別地域気象観測所及び六

ケ所地域気象観測所を対象とする。これらの気象官署の気象データ及

び当社が実施している敷地内の気象観測データを比較し，気象条件が

厳しい値となる八戸特別地域気象観測所のデータを使用することとす

る。各気象観測所等の気象データ (最小湿度，最高気温，最大風速 )を

第 3-5表に，気象観測所等の位置を第 3-6図に示す。  

(2) 風向  

青森県における森林火災の月ごとの発生件数が多い３月から８月の

期間について，再処理事業所の立地を考慮し，再処理事業所から最短

の六ケ所地域気象観測所の風向データから，最大風速時の風向の出現

回数及び最多風向の出現回数を調査した。調査結果から，六ヶ所地域

における風向の卓越方向は，東南東及び西北西である。従って，FARSITE

に使用する風向を東南東及び西北西に設定する。  

林齢 (年 ) 

樹
高

(
m
)
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また，六ケ所地域気象観測所は再処理事業所から約 9km離れた場所に

あり，敷地付近の風向の傾向が一致することを確認するため，当社が

実施している敷地内の気象観測データと六ケ所地域気象観測所におけ

る観測データを比較する。その結果，風向について六ケ所地域気象観

測所と敷地内の気象観測データには同じ傾向があり，風向の設定が妥

当であることを確認している。六ケ所地域気象観測所と敷地内の気象

観測データ (風向 )を第 3-6表に示す。  

(3) FARSITEへの入力の設定結果まとめ  

FARSITE への解析条件の入力に当たっては，評価の結果が厳しくな

るよう気温，湿度，風速及び風向を以下のとおり設定する。  

a. 気温は，可燃物の燃焼性を高めるため，最高気温 36.7℃で一定とす

る。ただし， FARSITE へ入力可能な温度は整数値であるため，実際

には最高気温 36.7℃に安全側の数値の丸め処理をし，37℃を入力値

としている。  

b. 湿度は，可燃物が乾燥し燃えやすい状態とするため，最小湿度 11%

で一定とする。  

c. 風速は，火災の延焼性を高めるため，最大風速 25.9m/s で一定とす

る。  

d. 風向は，施設側に対する風の影響を厳しく想定するため，卓越風向

(東南東及び西北西 )にて一定とする。  
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第 3-5 表  各気象観測所等の気象データ (最小湿度，最高気温，最大風速等 )  

 
  

月
最小湿度
［％］

最高気温
［℃］

最大風速
［ｍ／ｓ］ 月

最小湿度
［％］

最高気温
［℃］

最大風速
［ｍ／ｓ］

1月 32 10.2 20.3 1月 30 9.2 12.6

2月 21 19.0 23.6 2月 26 13.8 15.4

3月 16 20.8 23.2 3月 17 17.4 14.2

4月 12 25.7 25.9 4月 13 22.4 13.5

5月 11 31.5 24.0 5月 15 26.1 15.4

6月 17 33.1 19.6 6月 19 29.4 11.3

7月 30 35.9 24.0 7月 33 34.7 10.2

8月 30 36.7 21.7 8月 35 34.5 12.3

9月 19 35.4 20.4 9月 31 33.3 14.9

10月 27 26.3 20.4 10月 23 25.5 11.6

11月 25 24.9 21.4 11月 32 21.3 15.4

12月 28 16.9 23.5 12月 36 17.2 15.5

（統計期間：2003年～2012年） （統計期間：2003年～2012年）

月
最小湿度
［％］

最高気温
［℃］

最大風速
［ｍ／ｓ］ 月

最小湿度
［％］

最高気温
［℃］

最大風速
［ｍ／ｓ］

1月 － 8.7 11.0 1月 33.9 9.1 15.6

2月 － 15.0 12.3 2月 23.4 15.4 22.4

3月 － 19.5 12.0 3月 20.8 19.5 17.4

4月 － 23.9 10.3 4月 17.6 23.5 17.0

5月 － 28.3 10.0 5月 14.3 28.4 17.4

6月 － 31.3 10.0 6月 25.9 31.5 12.4

7月 － 34.2 8.1 7月 32.0 34.9 17.2

8月 － 34.2 9.0 8月 33.8 33.9 14.9

9月 － 33.7 12.0 9月 30.0 32.7 16.2

10月 － 24.2 8.0 10月 28.3 24.2 14.7

11月 － 23.7 10.0 11月 26.3 25.5 20.5

12月 － 14.6 12.0 12月 29.7 14.1 17.1

（統計期間：2003年～2012年） （統計期間：2003年～2012年）

八戸特別地域気象観測所 むつ特別地域気象観測所

六ヶ所地域気象観測所 敷地内の気象観測六ケ所地域気象観測所  
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第 3-6 表  各気象観測所等の気象データ (風向 )  

 
 

  

風向
最大風速における
風向の出現回数

最多風向の出現回数 風向
最大風速における
風向の出現回数

最多風向の出現回数

北 17 6 北 1 0

北北東 15 1 北北東 2 2

北東 18 2 北東 9 1

東北東 149 100 東北東 240 176

東 77 357 東 411 410

東南東 534 384 東南東 259 373

南東 177 96 南東 5 6

南南東 16 21 南南東 0 0

南 27 29 南 10 14

南南西 0 6 南南西 5 12

南西 5 4 南西 11 9

西南西 39 31 西南西 58 33

西 231 208 西 249 207

西北西 343 363 西北西 462 528

北西 152 216 北西 109 61

北北西 40 15 北北西 5 3

（統計期間：2003年～2012年） （統計期間：2003年～2012年）

六ヶ所地域気象観測所 敷地内の気象観測
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出 典： 気象庁 HP (http://www.jma.go.jp/jp/amedas_h/map20.html)  

 

第 3-6 図  青森県内の気象観測所等の位置  
  

再 処理 事業所  

※ 気象庁 HP 資料 に加 筆  
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4. 想定する発火点の設定方法及び設定結果  
外部火災ガイドを参考に，森林火災の発生を想定する地点である発火点

を設定する。発火点の選定に当たっては，再処理事業所から 10km 圏内の人

為的な火災発生の可能性がある候補地を抽出した上で，評価の結果が厳し

くなるよう可燃物量，風向及び火災の到達時間を考慮する。  
また，設定する発火点からの発火時刻の妥当性を確認するために感度解

析を実施するとともに，設定した発火点以外に厳しい評価の結果を与える

発火点がないか確認するために，地形効果を考慮した解析を実施し影響を

評価する。  
 

4.1 発火点の候補地  
想定する発火点は，外部火災ガイドを参考に，再処理事業所から直線

距離 10km までの範囲とするとともに，上記 3.4 において確認した卓越

風向を考慮し，再処理事業所の東南東及び西北西の方向に設定する。  

発火点の具体的な位置の検討に当たっては，外部火災ガイドを参考に，

想定する発火点は人為的行為を考慮するため，再処理事業所の立地する

青森県における林野火災の出火原因割合の第 4-1 図を参照する。  
第 4-1 図に示すとおり，青森県の林野火災の発生原因で最多となって

いるのがタバコとたき火であることを踏まえ，火を取り扱う可能性のあ

る箇所で火災の発生頻度が高いと想定される居住地域近傍の道路沿い，

人の立ち入りがある作業エリア及び作業エリアまでの私道沿いを，発火

点の候補地とする。  

上記考え方において抽出した発火点の候補地を第 4-2 図に，さらに再

処理事業所周辺の発火点の候補地の拡大図を第 4-3 図に示す。  

 

第 4-1 図  林野火災の出火原因別割合＊  
＊  青森県庁 HP「青森県火災年報」  青森県危機管理局消防保安課  (Ｈ 21～Ｈ 25) 

 

タバコ

14.8%

たき火

26.8%

火入れ

5.6%
火遊び

1.4%

その他

32.4%

不明

19.0%
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第 4-2 図  発火点の候補地 (2013 年調査 ) 

  

(第 ４ － ３ 図 )  

10km 
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第 4-3 図  再処理事業所周辺の発火点の候補地 (2013 年調査 ) 

  

むつ小川原国家

石油備蓄基地  

再処理事業所  

中継ポンプ場  

むつ小

川原港  

国際核融合エネルギ

ー研究センター  

居住区域  

協力会社事務所等  

出 典： 国土地 理院  

：再処理事業所  
：居住区域 (発火点の候補地 )  
：人の立ち入りがある作業エリア (発火点の候補地 )  

六ヶ所ウラン濃縮工場  
低レベル放射性廃棄物埋

設センター  

【発火点の候補地】  
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4.2 発火点の設定  

4.1 において抽出した発火点の候補地から，可燃物量，風向及び火災

の到達時間を考慮し，評価の結果が厳しくなるよう以下の 3 地点を発火

点として設定し，これら 3 地点を FARSITE の発火点として設定する。  

発火点の選定結果を第 4-1 表に，選定した発火点の位置を第 4-4 図に

示す。  

(1) 森林火災の発生原因として多い人為的な火災発生の可能性があり，

敷地から距離が遠いものの，可燃物量が多いこと及び卓越風向「西

北西」を考慮し，敷地西側に位置 (約 9.5km)する横浜町吹越地区の

居住区域近傍の道路沿いを「発火点 1」として設定する。  

(2) 森林火災の発生原因として多い人為的な火災発生の可能性があり，

敷地から距離が遠いものの，可燃物量が多いこと及び卓越風向「東

南東」を考慮し，敷地東側に位置 (約 7km)するむつ小川原国家石油

備蓄基地 (以下「石油備蓄基地」という。 )の中継ポンプ場及び中継

ポンプ場までのアクセス道路沿いを「発火点 2」として設定する。  

(3) 森林火災の発生原因として多い人為的な火災発生の可能性があり，

隣接する石油備蓄基地における可燃物量が極めて多いこと，卓越風

向「西北西」に位置すること及び再処理事業所までの距離が最短で

あることを考慮し，敷地西側に位置 (約 0.9km)する石油備蓄基地及

び石油備蓄基地までのアクセス道路沿いを「発火点 3」として設定

する。  
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第 4-1 表  発火点の設定結果  

 

 
 
 

第 4-4 図  選定した発火点の位置  
  

風向：西北西

風向：東南東

発火点１約9.5km

発火点３約0.9ｋm

再処理施設
発火点２約7km

発火点 1：横浜町吹越地区の居住区域近傍の道路沿い  
発火点 2：中継ポンプ場及び中継ポンプ場までのアクセス道路沿い  
発火点 3：石油備蓄基地及び石油備蓄基地までのアクセス道路沿い  

再 処 理 事 業 所  

設定理由 設定結果 
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 4.3 発火点における発火時刻の設定  

FARSITE の解析に当たり，再処理事業所に到達する火炎の影響が厳し

くなる発火点における発火時刻を設定する。  

火炎の影響については，太陽光の入射，気温や湿度により依存するた

め，時刻による太陽光の入射，気温や湿度 (以下「太陽光等」という。 )

による火線強度の変化を考慮し，発火点から再処理事業所に火炎が到達

する時刻を火線強度が厳しくなる 14 時頃とし，発火時刻を設定する。  

この発火時刻の設定の妥当性を確認するために，輻射強度の結果が最

も厳しい発火点 3 を例として，発火時刻の感度解析を実施し影響を確認

している。感度解析の結果を以下に示す。  

(1) 感度解析条件  

感度解析の条件として，太陽光等の影響が大きいと想定される日中

に森林火災による火炎が再処理事業所に到達する時刻を想定し，発火

時刻を設定する。  

(2) 感度解析結果  

発火点 3 における感度解析の結果を第 4-2 表に示す。  

その結果，最大火線強度及び最大輻射強度が発生するのは，両解析

結果から火炎の到達時刻が 14 時頃であれば，太陽光等の影響が厳し

い評価となることを確認している。  

発火点 1 及び発火点 2 の火炎の到達時刻についても 14 時頃となる

よう発火時刻を設定し，太陽光等の影響が厳しい評価となるようにす

る。  
 

第 4-2 表  発火点 3 における感度解析結果  

発火時刻  
火炎の  

到達時刻  

火線強度  

(kW/m) 

輻射強度＊  

(kW/m2) 

8 時 05 分  13 時 05 分  1820 1.0 

9 時 35 分  14 時 36 分  2325 1.4 

10 時 15 分  15 時 21 分  1163 0.70 

＊  防火帯から最も距離の短い位置 (170m)にある使用済燃料受入れ・貯蔵建屋におけ

る輻射強度。  
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4.4 発火点 2に対する地形の影響 

設定した発火点のうち，発火点－再処理事業所間に大きな非植生地が存在する発火

点 2における地形の影響を確認するために，検討用発火点を設定し影響を評価した。 

(1) 敷地東側における発火点の設定  

敷地東側の発火点としては，再処理事業所から遠方であり発火点か

ら再処理事業所までの間の可燃物量が多いこと，作業員の出入りがあ

り発火要因も想定されることから，石油備蓄基地の中継ポンプ場及び

中継ポンプ場までのアクセス道路沿いの地点 (発火点 2）を設定してい

る。  

当該発火点については，第 4-5 図に示すとおり，再処理事業所まで

の間に非植生地に区分され延焼しない尾駮沼及び鷹架沼があり，尾駮

沼及び鷹架沼の間の植生地において延焼範囲が縮小されることにより，

再処理事業所に到達した森林火災の影響が小さく評価される可能性が

ある。  

このような地形の影響を確認するために，尾駮沼及び鷹架沼による

延焼範囲の縮小の影響がないと想定される位置を発火点 (以下「検討用

発火点」という。)とした場合の影響評価を実施する。検討用発火点の

位置を第 4-5 図に示す。  

なお，発火点 2 及び検討用発火点の FARSITE による評価条件の違い

は発火点の位置のみであり，他の評価条件は同じである。  

(2) FARSITE 解析結果  

発火点 2 と検討用発火点における FARSITE の解析結果の比較を第 4-

3 表に示す。  

検討用発火点の最大火線強度及び輻射強度は発火点 2 の解析結果を

超えず，敷地東側にある尾駮沼及び鷹架沼による燃焼範囲の縮小によ

る地形の影響は小さく，森林火災評価への影響は小さい。  

このことから，敷地東側からの発火による森林火災の再処理事業所

への影響評価としては，石油備蓄基地の中継ポンプ場及び中継ポンプ

場までのアクセス道路沿いを発火点 2 と設定することで問題ない。  

 
第 4-3 表  発火点 2 と検討用発火点の比較  

発火点  発火時刻  到達時刻  最大火線強度  
(kW/m) 

輻射強度 ＊  
(kW/m2) 

発火点 2  19 時 30 分  14 時 07 分  9,128 0.82 

検討用発火点  7 時 40 分  14 時 15 分  2,138 0.71 

注記  ＊：防火帯から最も距離の短い位置 (170m)にある使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

における輻射強度。  
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第 4-5 図  検討用発火点の位置  
  

再処理事業所  

尾駮沼  

検討用発火点

 

延焼範囲の  
縮小位置  

鷹架沼  
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5. FARSITE による解析の結果  
FARSITE による解析結果を第 5-1 表に示す。 FARSITE による解析の結果，

最大火線強度は発火点 2 が最大，火炎の到達時間は発火点 3 が最短となっ

た。  
なお， 10m メッシュ毎に算出される火炎長及び反応強度は， 7.に示す円

筒火炎モデルのインプットとし，熱影響評価の対象施設への輻射強度の設

定に用いる。  

 

第 5.1 表  FARSITE による解析結果  
項 目  内 容  

解 析結 果  

発 火点 1 発 火点 2 発 火点 3 

延 焼速 度  
全 燃焼 セルに おける  

延 焼速 度  

最 大 4.7m/s 

(平均 0.07m/s) 

最 大 5.3m/s 

(平均 0.08m/s) 

最 大 3.5m/s 

(平均 0.04m/s) 

最 大  

火 線強 度  

火 線最 前線の 最大火 線

強 度  1,527 kW/m 9,128 kW/m 2,325 kW/m 

火 炎の  

到 達時 間  

発 火か ら敷地 内に  

最 も早 く到達 する時 間  30 時間 1 分  18 時間 37 分  5 時間 1 分  

 

6. 防火帯幅の設定  
敷地内への延焼防止を目的として，防火帯を設置する。防火帯について

は，外部火災ガイドを参考として， FARSITE による解析結果に基づき防火

帯幅を設定し，設定した防火帯幅以上の防火帯を再処理事業所周辺に配置

する。  

FARSITE に よ る 解 析 の 結 果 か ら ， 火 線 強 度 の 最 大 値 は 発 火 点 2 の

「 9,128kW/m」であり，外部火災ガイドを参考として，第 6-1 表「風上に樹

林がある場合の火線強度と最小防火帯幅の関係」に示す 10,000kW/m の火線

強度に必要とされる最小防火帯幅 24.9m を上回る 25m 以上の防火帯を確保

する。  

防火帯の配置については，既設の設備及び駐車場についても考慮し，延

焼の可能性のあるものと干渉しないように設定する。防火帯の配置を第 6-

1 図に示す。  
 

第 6-1 表 風上に樹林がある場合の火線強度と最小防火帯幅の関係 

(火炎の防火帯突破確率 1%)＊  

火線強度  

(kW/m) 
500 1000 2000 3000 4000 5000 10000 15000 20000 25000 

防火帯幅  

(m) 
16 16.4 17.4 18.3 19.3 20.2 24.9 29.7 34.4 39.1 

＊  外部火災ガイドより抜粋  
 

防火帯幅： 25m 以上を確保  
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第 6-1図 防火帯配置図 

外部火災防護対象施設等 
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7. 熱影響評価の対象施設への輻射強度の設定  
FARSITE による解析結果である反応強度及び火炎長から熱影響評価に用

いる施設への輻射強度を設定する。輻射強度の設定に当たっては，メッシ

ュ毎に算出される反応強度及び火炎長を用い，熱影響評価の対象施設の位

置において輻射強度が最大となるように設定する。  

輻射強度については，以下のとおり設定する。  
(1) 輻射強度の算出方法  

FARSITE による解析により，地形データにおいて設定した 10m メッシ

ュ毎に反応強度及び火炎長が得られる。火炎最前線上の任意のメッシュ

内の円筒の燃焼半径及びメッシュ内の円筒の数は次式より求められる。

円筒火炎モデルを第 7-1 図に示す。  

R =
H
3
 

F =
W

2 × R
 

H ： FARSITE 出力のメッシュの火炎長 (m)  
R ：燃焼半径 (m)  
F ：メッシュ内の円筒の数  
W ：メッシュ幅 (m)(=10m)  

 
メッシュ内の円筒について離隔距離 (評価対象との距離 )から次式より

輻射強度を算出する。  

 
E = Rf × ∅t 
Rf = kfuel × RCI 

∅t = � ∅i
F

i=1
 

∅i =
1
πn

tan−1 �
m

√n2 − 1
�

+
m
π
�

(A− 2n)
n√AB

tan−1 ��
A(n− 1)
B(n + 1)� −

1
n

tan−1 ��
(n− 1)
(n + 1)�� 

ただし， m = H
R

= 3 n = Li
R
 A = (1 + n)2 + m2 B = (1− n)2 + m2 

 
Li ：円筒 i の離隔距離 (m)  
∅i ：円筒 i の形態係数  
∅t ：メッシュ内の円筒の形態係数の合計  
RCI ： FARSITE 出力のメッシュの反応強度 (kW/m2)  
Rf ：メッシュの火炎輻射発散度 (kW/m2)  
kfuel ：植生による反応強度から火炎輻射発散度への低減係数＊  
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E ：メッシュの評価対象への輻射強度 (kW/m2)  
＊  反応強度の内の輻射の割合を示す値であり，保守的に大きい

針葉樹の値 0.377 を使用する (出典：全米防火協会「 The 

SFPE HANDBOOK OF Fire Protection Engineering」 )。設定

の詳細を，別添－１に示す。  

 

 
第 7-1 図  円筒火炎モデル  

 
(2) 火炎の並べ方  

メッシュ内には円筒火炎が燃焼直径間隔で横向きで一列に隙間なく並

んでいるものとする。本解析では第 7-2 図のように火炎最前線上で最も

影響度が大きいメッシュを中心に火炎最前線を展開し，一列に並べる。

また，保守的に火炎の未到達メッシュを除外して詰め，メッシュ毎に外

部火災防護対象施設等に与える輻射強度を算出する。  

  

伝熱  
Ｅ １ ＝ Ｒｆ×φ １  
Ｅ ２ ＝ Ｒｆ×φ ２  
Ｅ ３ ＝ Ｒｆ×φ ３  

・  
・  
・  

 

Ｌ ２ ， φ ２  

Ｌ １ ， φ １  

Ｌ 3 φ 3  
離隔距離  

受熱面  

最 大 の 輻 射 強 度 を 持

つ メ ッ シ ュ を 評 価 対

象 の 中 心 と な る よ う

に 円 筒 火 炎 モ デ ル を

並 べ る 。  
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第 7-2 図  展開概念図  

 

(3) 熱影響評価に用いる輻射強度の設定  

輻射強度については，最大の輻射強度となる発火点からの FARSITE に

よる解析結果に基づき，各メッシュに火炎長及び反応強度を設定し，熱

影響評価に用いる各施設への輻射強度を設定する。  
「 (1) 輻射強度の算出方法」及び「 (2) 火炎の並べ方」のとおり評

価することから，最大の輻射強度となる発火点については，同じ離隔距

離における輻射強度の比較により確認することができる。  
170m の地点 (防火帯外側から最短となる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 )

における輻射強度を比較した第 7-1 表の結果から，輻射強度が最大とな

る発火点 3 の解析結果を熱影響評価に用いる施設への輻射強度に設定す

る。  
 

第 7-1 表  FARSITE による結果  
項 目  防 火帯 からの 距離  

算 出結 果  

発 火点 1 発 火点 2 発 火点 3 

受 熱面  

輻 射強 度  
防 火帯 から 170m 地点 ＊  0.53 kW/m 2 0.82 kW/m 2 1.4 kW/m 2 

＊  防火帯外側から最短となる使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の距離  

① 火災最前線上で最も影響度が大きいセル（11）を抽出する。

1 2 3 4 5
14 6
13 7
12 11 10 9 8

② 11 を中心に火炎最前線を展開する。

4 3 2 1 14 13 12 11 10 9 8 5 6 7

③ 未到達セルを除いて詰め，セル毎の輻射強度から

温度上昇値を算出する。

3 1 14 12 11 10 9 8 5 7

●

11

評価対象  

： 最 も 影 響 度 が 大 き い メ ッ シ ュ  

： ２ 番 目 に 影 響 度 が 大 き い メ ッ シ ュ  

： ３ 番 目 に 影 響 度 が 大 き い メ ッ シ ュ  

： ４ 番 目 に 影 響 度 が 大 き い メ ッ シ ュ  

： 火 炎 が 未 到 達 の メ ッ シ ュ  

枠 内 の 数 字 は ， メ ッ シ ュ の 並 び に 基 づ い て  

連 番 に て 与 え る 番 号  

凡 例  

②  を 中 心 に 火 炎 最 前 線 を 展 開 す る 。  

③ 未 到 達 メ ッ シ ュ を 除 い て 詰 め ， メ ッ シ ュ 毎 の 輻 射 強 度  

か ら 温 度 上 昇 値 を 算 出 す る 。  

① 火 災 最 前 線 上 で 最 も 影 響 度 が 大 き い メ ッ シ ュ  （11）11 を 抽 出 す る 。  
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森林火災の低減係数について 
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1. はじめに  

本資料は，森林火災の影響評価のうち， FARSITE 出力のセルの反応強度

から火炎輻射発散度を算出するために用いる低減係数 kfue l の出典につい

て説明する。  

 

2. 火炎の低減係数について  

(1) 火炎の低減係数  

火炎輻射発散度の算出に当たっては，反応強度が火炎・煙として対流

放出される熱エネルギと炎から輻射として放出される熱エネルギから求

められることから，反応強度に対する火炎輻射発散度の割合を求め，低

減係数を算出する。  

反応強度，火炎対流発散度及び火炎輻射発散度の関係は，以下のとお

りとなる。  

火炎対流発散度 (W/m2)＋火炎輻射発散度 (W/m2)＝反応強度 (W/m2) 

(2) 出典について  

上記 (1)の火炎対流発散度及び火炎輻射発散度は，全米防火協会のハン

ドブック ( 1)においては，「火災時における熱，気体，液体及び固体生成物

の発生」の章の中で，天然素材を燃焼させた際の対流熱及び輻射熱の試

験結果が示されている。  

試験は木材等の試験材を対象に，火災伝播装置 (FPA)を使用した材料可

燃性の測定のための標準試験方法 (ASTM E2058)に基づき行われた。  

落葉広葉樹のレッドオーク，針葉樹のうちベイマツ及びパインを対象

としており，第 2-1 図に示すとおり対流熱及び輻射熱が記載されている。 

(3) 火炎の低減係数の算出について  

上記 (2)の出典を元に，第 2-1 表にて火炎の輻射熱の割合を算出した。 

森林火災の影響評価に当たっては，火炎輻射強度の結果を厳しく評価

するために，最も保守的な針葉樹のうちベイマツの輻射熱の割合 0.377

を，火炎の低減係数 kfuel として一律に適用することとしている。  
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第 2-1 表  木材の対流熱及び輻射熱並びに輻射熱の割合  

No. 木材  
①対流熱  

(kJ/g) 

②輻射熱  

(kJ/g) 

③燃焼熱  

(kJ/g) 

(＝①＋② ) 

輻射熱の割合  

(＝② /③ ) 

1 
落葉広葉樹  

(レッドオーク ) 
7.8 4.6 12.4 0.371 

2 
針葉樹  

(ベイマツ ) 
8.1 4.9 13.0 0.377 

3 
針葉樹  

(パイン ) 
8.7 3.7 12.4 0.299 

 

 

 

第 2-1 図  全米防火協会のハンドブック ( 1 )の抜粋  

 

3. 参考文献  

(1) 全米防火協会， The SFPE HANDBOOK OF Fire Protection Engineering 

単 位質 量当た りの火 炎対 流熱  

単 位質 量当た りの火 炎輻 射熱  
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1. 森林火災による冷却塔への輻射強度について  

FARSITE による解析結果から，火炎輻射強度が最大となる発火点 3 の解

析結果を用いて，森林火災が安全冷却水 B 冷却塔に与える輻射強度を算出

した。その結果を第 1-1 表に示す。  

 

第 1-1 表  森林火災が安全冷却水 B 冷却塔に与える輻射強度  

外部火災防護対象施設等  輻射強度 (W/m2) 

安全冷却水 B 冷却塔  292 
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MOX 燃料加工施設の評価書
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1. 森林火災による燃料加工建屋への輻射強度について

FARSITE による解析結果から，火炎輻射強度が最大となる発火点 3 の解

析結果を用いて，森林火災が燃料加工建屋に与える輻射強度を算出した。

その結果を第 1-1 表に示す。  

第 1-1 表  森林火災が燃料加工建屋に与える輻射強度

外部火災防護対象施設等  輻射強度 (W/m2) 

燃料加工建屋 910 
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